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はじめに

　上場企業には、株主をはじめとする多くの利害関係者に対し、決算・財務情報
等を報告（財務報告＝ディスクロージャー、開示）することが法令等により義務
付けられていますが、この財務報告実務を担うためには、「金融商品取引法」「証
券取引所の有価証券上場規程等」「会社法」等に基づく報告のルールや、財務報
告書類の作成要領、データの関連性、さらに、決算・財務報告プロセスに必要な
内部統制までを広範囲に学ぶ必要があります。
　しかも、財務報告に関係する法令等は頻繁に改正されるとともに、決算早期化
の傾向が続いており、開示実務の現場では改正箇所のフォロー・決算早期化への
実務対応に苦慮する局面も少なくありません。
　こうした中、膨大な財務報告の知識を効率的に学習できる財務報告実務検定・
開示様式理解編への注目度は年々高まっていますが、検定事務局には、「受験し
たいが、仕事が忙しくて十分な勉強時間がとれない」「重要ポイントを効率的に
学びたい」といった声がしばしば寄せられます。
　そこで、財務報告実務のポイントを効率的に学び、「財務報告実務の全体像」
をつかんでいただくことを狙いとして作られているのが本書です。
　本書は、広範な財務報告実務を網羅的に解説した財務報告実務検定・開示様式
理解編公式テキストのサブテキストとして、文字通り公式テキストの「ポイン
ト」を整理して解説しています。具体的には、財務報告実務や財務報告実務検定・
開示様式理解編における重要性に応じて解説に濃淡を施しており、また、単元ご
とに設けられた選択式問題を解くことで知識の定着が図れるよう工夫されていま
す。さらに、第６章においては財務報告実務検定・開示様式理解編と同様の出題
スタイルによる問題も掲載し、本試験問題にも慣れていただけるよう配慮してい
ます。
　本書が、財務報告実務を効率よく身に付けるとともに、財務報告実務検定・開
示様式理解編の合格に向けた学習の一助となれば幸いです。
　最後に、本書の執筆にご尽力いただいた EY新日本有限責任監査法人の皆様、
また、本書の出版の機会を与えていただくとともに編集をご担当いただいたリン
ケージ・パブリッシングの岩村信寿様に感謝の意を表します。

一般社団法人日本 IPO 実務検定協会　財務報告実務検定事務局



3

　本書は、財務報告の監査実務に従事している公認会計士が、財務報告実務検定・
開示様式理解編を受験する方や、検定の受験を志す方以外でも網羅的に財務報告
の基礎知識を得たい方に向けて執筆した、財務報告の要点整理本です。
　昨今、上場企業の経理、財務、IR に関する実務担当者やこれらの職種を志す
人にとって、財務報告（「ディスクロージャー」「開示」とも言われることもあり
ます）に関する知識の取得やアップデートは欠かせません。そのため財務報告に
関する知識を体系だって学び、その成果を確認することができる財務報告実務検
定・開示様式理解編への注目度は年々高まっています。その一方で、業務が多忙
な受験生などから、「受験する前に学んだ知識の要点整理を行いたい」、「財務報
告の重要ポイントをもっと効率的に学びたい」といった強いニーズがあります。
　そのため本書は、広範な財務報告実務を網羅的に解説した「財務報告検定・開
示様式理解編公式テキスト」のサブテキストと位置づけて、文字通り公式テキス
トの「要点」を「整理」して解説する構成をとりながら、財務報告実務検定・開
示様式理解編の重要度に応じて解説に濃淡を施し、また column（コラム）に実
務で有用な情報を盛り込んで、読者が目的や熟練度に応じて利用することを可能
にしました。
　また、財務報告に関係する法令等は頻繁に改正されますので、本書では今般の
企業結合に関する会計基準及び関連する他の会計基準等の改正や改正会社法に関
するトピック等を織り込んだ改訂作業を行っております。
　本書がみなさまの財務報告実務に関する学習の一助となれば幸いです。
　最後に本書の発刊にあたりお世話になりました日本 IPO 実務検定協会及びリ
ンケージ・パブリッシングの編集担当諸氏に心から御礼申し上げます。

　　2023 年 7 月
執筆者一同

執筆にあたって
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２．【本決算スケジュール】　

 要点整理 

・本決算スケジュールを作成する場合、まずは会社法の法定スケジュール

を把握しておくことが重要である。

・本決算では、印刷会社、株主名簿管理人、会計監査人（公認会計士又は

監査法人）、ディスクロージャー関連部署、証券取引所、管轄財務局等と

の調整が必要となる。

・会社法により公開会社は、定時株主総会の少なくとも２週間前までに株

主総会招集通知を発送する必要がある。

・定時株主総会の招集通知に添付される計算書類（連結計算書類）には会

計監査人及び監査役会の監査報告書が添付されるため、会社法では監査

に必要な日数を確保している。

・有価証券報告書は定時株主総会終了後に管轄財務局に提出されるが、定

時株主総会前に提出することも認められている。

・証券取引所に対して決算短信の提出を行うが、事前に決算発表予定日の

登録を求められる。

１　本決算スケジュール例
　本決算では、法令等により作成・提出を求められている書類が多く、取締役会

等、社内における重要な会議において決裁を受けなければならないことも多いた

め、決算日程のスケジューリングが重要となる。３月決算を前提とした本決算ス

ケジュール例は以下のとおりであり、実務上は担当部署も記載された、より詳細

なスケジュール表が必要となる。

重要度 Ａ

DRA
FT
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収
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５
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＋
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 備
置

招
集
通
知
H
P
掲
載

決
議
通
知
 校
了
・
印
刷
開
始

６
月
13
日

木
監
査（
有
報
）ス
タ
ー
ト

６
月
14
日

金
有
報
 研
究
部
チ
ェ
ッ
ク
戻
り

６
月
18
日

火
監
査（
有
報
）終
了

決
議
通
知
 納
品

６
月
20
日

木
１
週

模
擬
総
会

有
報
ペ
ー
ジ
レ
イ
ア
ウ
ト
チ
ェ
ッ
ク

６
月
21
日

金
有
報
ペ
ー
ジ
レ
イ
ア
ウ
ト
完
了

６
月
24
日

月
有
報
校
了

６
月
26
日

水
１
日

議
決
権
行
使
期
限
（
営
業
時
間
）

総
会
会
場
セ
ッ
テ
ィ
ン
グ

有
報
提
出
デ
ー
タ
作
成

６
月
27
日

木
当
日

株
主
総
会

総
会
議
事
録
作
成
、
取
締
役
会

議
決
権
行
使
書
集
計

監
査
報
告
書

（
原
本
）受
渡
し

６
月
28
日

金
有
報
製
本
・
会
社
保
存

有
価
証
券
報
告
書
P
D
F掲
載

有
報（
原
本
）受
渡
し

１
週
間
以
内

発
送
ま
で
十

分
に
間
に
合

う
よ
う
に
事

業
報
告
・
計

算
書
類
等
を

作
成

２
週
間
で
な

い
こ
と
に
留
意

会
社
法
上
、

基
準
と
な
る

日

４
週
間
以
内

法
定
の
日
数
が

決
ま
っ
て
お
り

制
約
が
多
い

株
主
情
報
確
定

遅
滞
な
く
決
算

短
信
を
TD
ne
t

で
提
出

通
常
は
、
定

時
株
主
総
会

後
、
有
価
証
券

報
告
書
等
を

ED
IN
ET
で
提

出
(例
外
有
)
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２　会社法決算に基づく本決算スケジュール
　本決算スケジュールを構築していくにあたり、最も制約が多いのが会社法であ

る。取締役の業務執行の結果の報告書ともいえる計算書類を適切に監査するため、

会社法では会計監査人及び監査役の監査に関して、必要な日数を確保しているた

めである。

期限  取締役 ( 取締役会 )  会計監査人 監査役  

期末日  ( 議決権及び期末配当基準日 )  

計算書類、附属明細書作成
受領  受領  

事業報告、附属明細書作成
受領  

連結計算書類作成
受領  受領  

通知  監査報告 通知  

  監査報告

決算取締役会で計算書類・連結計

算書類・事業報告・附属明細書を

承認  

株主総会招集通知を発送

３カ月以内 定時株主総会を開催

定時株主総会決議通知・期末配当

金領収証を株主に発送、期末配当

金の支払開始  

定時株主総会議事録、委任状、議

決権行使書を本店に備置  

四
週
間
以
内

一
週
間
以
内

二
週
間

前
ま
で

通知通知

DRA
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３　有価証券報告書の提出
　有価証券報告書は、金融商品取引法に基づき、通常は定時株主総会終了後に管

轄財務局に提出する。その際、添付書類として、株主総会招集通知、決議通知、（場

合によっては）定款等も併せて提出することとなる。

　なお、定時株主総会提出前に有価証券報告書を提出することも可能となってい

る。この場合、株主総会に提出される有価証券報告書の添付書類に、定時株主総

会において承認を受け、又は報告しようとする計算書類・事業報告を追加する。

４　証券取引所への対応
　証券取引所に対しては、決算発表の際に決算短信を提出する。決算の属する月

の月末までに決算発表日の登録が求められ、事前に登録した決算発表日が前後し

そうな場合は、証券取引所の担当者に相談し調整する必要がある。決算短信以外

に、株主分布状況報告書や決算取締役会決議通知報告等の取引所の上場会社管理

のために使用される報告書、コーポレート・ガバナンス報告書、その他一般投資

家に公表される報告書があり、これらの報告書を提出する段取りも本決算スケ

ジュールに組み込んでおく必要がある。

５　その他の関与者との調整
　株主総会招集通知等については原則、書面で株主に送付する必要があるため、

印刷会社との調整が必要である。また、上場会社においては、証券代行業務を株

主名簿管理人に委託しているため、株主名簿管理人との調整も必要となる。

▶▶▶確認問題
次の各問について、その正誤を判定しなさい。

問１　 決算短信の発表予定日を登録した以上、その登録日を変更することは許されない。

問２　 会社法上、取締役は計算書類及び附属明細書を作成し、会計監査人及び監

査役に提出しなければならない。

問３　 会社法上、取締役は事業報告及びその附属明細書を作成し、会計監査人及

び監査役に提出しなければならない。

問４　有価証券報告書は、必ず定時株主総会の開催後に提出される。

DRA
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▶▶▶解説
問１　誤り

　　　 上場会社は、証券取引所に決算発表予定日を登録することが求められてい

る。もっとも実際の決算発表日が登録した予定日と前後することが見込ま

れる場合には、証券取引所の担当者と相談の上、調整することができる。

問２　正しい

　　　 計算書類及び附属明細書は、会計監査人の監査対象であるとともに、監査

役監査の対象になるためである。

問３　誤り

　　　 事業報告及びその附属明細書は、監査役の業務監査の対象となるのみであ

り、会計監査人の会計監査の対象ではない。そのため、会社法上は会計監

査人に提出することは求められていない。

問４　誤り

　　　 株主総会招集通知よりも開示情報の充実した有価証券報告書を用いて株主

の議決権行使を促進し企業に対するコーポレート・ガバナンスの向上を図

るという観点から、定時株主総会前に有価証券報告書を提出することが可

能となっている。
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１．【主要な経営指標等の推移】　

 要点整理 

・連結と個別に関する経営指標等を一覧にしたものである。一般的に「ハ

イライト情報」と呼ばれる。

・規則等の改正等により経営指標等の数値に大きな変動がある場合には、

数値の継続性の観点からその要因等を脚注することが望ましい。

・潜在株式がないこと等の理由により潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額について記載しない場合は、その旨（理由）を記載することが望ましい。

・経営指標のうち、以下の項目はその計算にあたり注意が必要である。なお、

１株当たり情報の計算については、「注記事項　１株当たり情報」を参照

のこと。

a　自己資本比率、自己資本利益率

計算に用いる自己資本（＝純資産額－株式引受権－新株予約権－非

支配株主持分 （連結の場合））は、自己資本比率を計算する場合は期

末時点の値、自己資本利益率を計算する場合は期首・期末の平均値

を用いるのが適当である。

b　株価収益率

計算に用いる株価は、期末日のものとなる。但し、当該株価が無い

場合は、期末日前直近の日における株価とする。また、分母の１株

当たり当期純利益金額に代えて潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額を用いることができる。その場合は、その旨を付記する。

自己資本比率　＝�
自己資本

総資産額

自己資本利益率　＝
親会社株主に帰属する当期純利益

（期首自己資本＋期末自己資本）÷２

株価収益率　＝�
株価

１株当たり当期純利益金額

重要度 Ｂ
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ｃ　株主総利回り

株主総利回り＝

　株主総利回りとは、株式投資により得られた収益（配当とキャピタル

ゲイン）を投資額（株価）で割った比率をいう。

　株主総利回りの計算に当たっては、基準となる当事業年度の５事業年

度前が毎期変わるため毎期において再計算する必要がある。

【株価の推移】

・最近５年間の事業年度別最高・最低株価を記載したものである。

・開示府令第三号様式（記載上の注意）（35）、同第二号様式（記載上の注意）

（54）における記載は以下のとおり。

・株式が金融商品取引所に上場されている場合は、主要な１金融商品取引

所の相場を記載し、当該金融商品取引所名を注記する。

・２以上の種類の株式が金融商品取引所に上場されている場合は、種類ご

とに記載する。

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】
回次

決算年月
最高（円）
最低（円）

（各事業年度末日の株価＋当事業年度の４事業年度前から
各事業年度までの１株当たり配当額の累計額）
当事業年度の５事業年度前の末日の株価
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3 4 5 6 7

3, 322 4, 009
親会社株主に帰属する当期純利益

ⅰ

3 4 5 6

親会社株主に帰属する当期純利益

【記載例】
経営指標等

連結財務諸表を作成してい
ない場合，「営業活動・投資
活動及び財務活動による各
キャッシュ・フロー」並びに
「現金及び現金同等物の期末
残高」を記載

中間配当額は開示項目

連結財務諸表を作成していな
い場合，「持分法を適用した
場合の投資利益又は投資損失
の金額」を記載

主要な経営指標等の脚注 ( 数
値の補足説明、変動の説明等 )

単位に留意

「自己資本」の意義に留意

包括利益がマイナス ( △ ) の
場合は、「△1,133」として
表示

主要な経営指標等の脚注 ( 数
値の補足説明、変動の説明等 )

2011年3月 2012年3月 2013年3月 2014年3月 2015年3月

2011年3月 2012年3月 2013年3月 2014年3月
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１　ハイライト情報と会計上の変更及び誤謬の訂正との関係
ハイライト情報においては 5 年分の情報が記載されるが、会計上の変更及び誤

謬の訂正により遡及処理を行う場合、前連結会計年度（事業年度）については遡

及処理を行わなければならない。しかしそれ以前のもの（前連結会計年度（事業

年度）より前の 3 年分）については任意である。

なお、遡及処理をした場合は、過去の財務諸表につき遡及処理を行った旨を注

記しなければならない。

また、遡及処理を行うことが困難なものやハイライト情報の利用者が遡及処理

によりかえって混乱する可能性のあるもの（株価収益率、資本金、発行済株式総

数、1 株当たり配当額（1 株当たり中間配当額）、配当性向）については、遡及処

理しないことに留意する。

column ハイライト情報

　開示に先立ち、記載される各財務数値について最終の（連結）財務諸表に記載
されている金額が正しく転記されているかをチェックする必要がある。また、１
株当たり情報、従業員数、発行済株式総数、１株当たり配当額については、有価
証券報告書の他の箇所にも記載がなされるため、内容の整合性に注意する必要が
ある。

▶▶▶確認問題
次の各問について、その正誤を判定しなさい。

問１　 【主要な経営指標等の推移】には、連結財務諸表提出会社であっても個別

財務諸表に係る提出会社の経営指標等を記載しなければならない。

問２　 【主要な経営指標等の推移】には、最近５連結会計年度（事業年度）の経

営指標等を記載するが、この場合の最近５連結会計年度（事業年度）には

当連結会計年度（事業年度）は含まない。

問３　 【主要な経営指標等の推移】の当連結会計年度（事業年度）では、投資判

断に資するため、第２四半期の経営指標等に関する記載も併せて行う。

問４　 【主要な経営指標等の推移】に記載される自己資本比率を計算する際に用

いる自己資本は、期首・期末の平均値を使用するのが適当である。

問５　 【主要な経営指標等の推移】に記載される株価収益率を計算する際に用い
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る株価は期末日のものであるため、出来高が無かったことにより期末日の

株価が存在しない場合には、株価収益率の記載は不要であるとともに、そ

の旨を脚注することが望ましい。

問６　 【主要な経営指標等の推移】に記載される自己資本比率及び自己資本利益

率を計算する際に用いる自己資本は、純資産額から株式引受権、新株予約

権及び非支配株主持分（連結の場合）並びにその他の包括利益累計額（連

結の場合）を控除して算定される。

問７　 【主要な経営指標等の推移】において遡及処理を行う場合、前連結会計年

度（事業年度）及びそれ以前のもの（表示されるすべての期間）について

も遡及処理を行う必要がある。

▶▶▶解説
問１　正しい

　　　 なお、連結財務諸表提出会社であっても、資本金の金額、発行済株式総数、

１株当たり配当額、配当性向は、個別財務諸表に係る提出会社の経営指標

等として記載される。

問２　誤り

　　　 最近５連結会計年度（事業年度）の経営指標等とは、当連結会計年度（事

業年度）の前４連結会計年度（事業年度）及び当連結会計年度（事業年度）

の経営指標等である。

問３　誤り

　 【主要な経営指標等の推移】では四半期に関する記載は行わない。有価証

券報告書における四半期に関する記載は、【経理の状況】の【その他】の

箇所にあるのみである。但し、中間配当額については１株当たり配当額の

記載に併せて、１株当たり中間配当額を内書きとして記載する。

問４　誤り

　　　 自己資本比率を計算する際に用いる自己資本は、期末時点の値を用いるの

が適当である。これは、自己資本比率は期末という一時点（ストック）に

おける割合を示す指標であるためである。
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問５　誤り

　　　 期末日の株価が存在しない場合には、期末日前直近の日における株価を用

いて株価収益率を計算する。

問６　誤り

　　　 自己資本比率及び自己資本利益率を計算する際に用いる自己資本は、純資

産額から株式引受権、新株予約権及び非支配株主持分（連結の場合）を控

除して算定する。連結の場合にその他の包括利益累計額を控除する必要は

ない。

問７　誤り

　　　 遡及処理を行う場合、前連結会計年度（事業年度）について行わなければ

ならないが、それ以前のもの（表示されるすべての期間）については遡及

処理を行うことは可能であるが、必ずしも行わなければならないという訳

ではない。
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22．【継続企業の前提に関する事項】　

 要点整理 

・継続企業の前提に関する事項の開示における【事業等のリスク】、【経営

者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】及

び【継続企業の前提に関する事項】の注記の関係は以下のとおりである。

・継続企業の前提に関する注記は、連結キャッシュ・フロー計算書の次に

以下に掲げる事項を注記しなければならない。

　ａ　当該事象又は状況が存在する旨及びその内容

　ｂ　当該事象又は状況を解消し、又は改善するための対応策

　ｃ　当該重要な不確実性が認められる旨及びその理由

　ｄ　当該重要な不確実性の影響を連結財務諸表に反映しているか否かの別

継続企業の前提に重要な疑義
を生じさせるような事象又は

状況が存在する？

当該事象又は状況
を解消し、又は改善するため
の対応をしてもなお継続企業
の前提に関する重要な不確実

性が認められる？

【継続企業の前提に関する事項】の注記（ 注記）を行う。

YES

YES

NO

NO

開示不要

GC注記不要

GC

【事業等のリスク】に重要事象等が存在する旨、

その具体的な内容、当該重要事象等について

の分析・検討内容及び当該重要事象等を解消

し、又は改善するための対応策を記載。

重要度 Ｂ
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　上記ｂの対応策は、少なくとも連結決算日の翌日から１年間に講じるも

のを記載する。

・連結決算日後に継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況が発生した場合であって、当該事象又は状況を解消し、又は改善

するための対応をしてもなお継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められ、翌連結会計年度以降の財政状態、経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に重要な影響を及ぼすときは、当該重要な不確実性の存在

は重要な後発事象に該当する。

▶▶▶確認問題
次の各問について、その正誤を判定しなさい。

問１　 企業が将来にわたって事業活動を継続するとの前提（継続企業の前提）に

重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在する場合、継続企業の

前提に関する注記をしなければならない。

問２　 財規ガイドラインには重要な疑義を生じさせるような事象又は状況とし

て、重要な債務の不履行や売上高の著しい減少、巨額な損害賠償の履行が

例示列挙されている。

問３　 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在する

場合、【事業等のリスク】に重要事象等が存在する旨を記載することで足

りる。

問４　 継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められない場合でも、継続企

業の前提に関する注記が必要となる場合がある。

問５　 継続企業の前提に関する注記を行った場合は、【事業等のリスク】におけ

る記載は不要である。DRA
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▶▶▶解説
問１　誤り

　　　重要な不確実性が認められない場合、記載の必要はない。

問２　正しい

　　　 財規ガイドライン８の 27 －２において、「等」とあることから例示列挙で

ある。なお、その他に列挙されている項目は、債務超過、継続的な営業損

失の発生、継続的な営業キャッシュ・フローのマイナス、重要な債務の返

済の困難性、新たな資金調達が困難な状況、取引先からの与信の拒絶、事

業活動の継続に不可欠な重要な資産の毀損又は喪失若しくは権利の失効、

重要な市場又は取引先の喪失、法令等に基づく事業活動の制限が記載され

ている。

問３　誤り

　 【事業等のリスク】に重要事象等が存在する旨の他、その具体的な内容、

当該重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、

又は改善するための対応策を記載することが必要である。

問４　誤り

　　　 重要な不確実性が認められない場合、注記の必要はない。なお、この場合

でも、【事業等のリスク】に重要事象等が存在する旨、その具体的な内容、

当該重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、

又は改善するための対応策を記載する。

問５　誤り

 【事業等のリスク】に重要事象等が存在する旨、その具体的な内容、当該

重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は

改善するための対応策を記載した上で、継続企業の前提に関する注記を行

う。DRA
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四半期報告書、内部統制報告書 第3章

１　【企業の概況】
（１）【主要な経営指標等の推移】

　第２四半期報告書－記載例

回　次
第 50期
第 2四半期
連結累計期間

第 51期
第 2四半期
連結累計期間

第 50期

会計期間

自20X1年
4月1日
至20X1年
9月 30日

自20X2年
4月1日
至20X2年
9月 30日

自20X1年
4月1日
至20X2年
3月 31日

売上高（百万円）
100,285 

（48,479）

113,020

（50,525）

210,457

経常利益（百万円） 6,141 7,733 13,666

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益（百万円）

2,533

（1,209）

3,683

（1,710）

5,733

四半期包括利益又は
包括利益（百万円） 3,072 4,245 6,363

純資産額（百万円） 155,391 160,917 157,824

総資産額（百万円） 427,789 443,266 435,552

１株当たり四半期（当期）
純利益金額（円）

52.4 56.7 108.8

潜在株式調整後１株当たり四
半期（当期）純利益金額（円） 52.0 56.1 108.1

自己資本比率（％） 35.5 35.4 35.5

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円）

8,263 10,037 17,003

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円）

△ 7,711 △ 9,942 △ 15,820

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円）

△ 7,711 △ 1,510 △ 2,719

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高（百万円）

22,268 25,884 25,717

経営指標等

四半期キャッシュ・フロー
計算書を作成している場
合のみ。作成していない場
合、項目自体記載しない。

括弧書きは第２四半期会計期間の数値。
四半期会計期間の情報を開示していない
場合には必要なし。

　会計期間の情報を開示していない場合には、会計期間に係る 1 株当たり四半期

純利益（又は損失）金額を記載する。潜在株式調整後の情報について同様の記載

は求められていない。
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四半期連結財務諸表を作成していない場合には、記載例に記載したものの他、

「持分法を適用した場合の投資利益」、「資本金」、「発行済株式総数」、「１株当た

り配当額」も記載する必要がある。また、記載例に記載したものの内、「四半期

包括利益又は包括利益」は記載しない。

（２）【事業の内容】

当四半期連結累計期間に、提出会社及び関係会社において営まれている事業

の内容について、重要な変更があった場合に、その内容を記載する。

なお、セグメント情報の区分ごとに、当該事業に携わっている主要な関係会

社に異動があった場合には、その内容を記載する。

２　【事業の状況】
（１）【事業等のリスク】

当四半期連結累計期間（四半期連結財務諸表を作成していない場合には当四

半期累計期間）において、四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に

関する事項のうち、経営者が連結会社（四半期連結財務諸表を作成していない場

合には提出会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（指定国際会計

基準又は修正国際基準により四半期連結財務諸表を作成した場合は、これに相当

するもの）の状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリス

ク（連結会社の経営成績等の異常な変動、特定の取引先・製品・技術等への依存、

特有の法的規制・取引慣行・経営方針、重要な訴訟事件等の発生、役員・大株主・

関係会社等に関する重要事項等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあ

る事項）が発生した場合又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更があった場合には、その旨及びその具体的な内容を

分かりやすく、かつ、簡潔に記載する。

回次
第 50期
第2四半期
連結会計期間

第 51期
第 2四半期
連結会計期間

会計期間 自�20X1年7月�１日
至�20X1年9月30日

自�20X2年7月�１日
至�20X2年9月30日

1株当たり四半期純利益金額（円） 25.9 27.8
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　なお、親会社又は当該親会社（親会社がない場合にあっては当社）の子会社の

役員を兼任している場合の親会社又は当該親会社（親会社がない場合にあっては

当社）の子会社から受けた役員報酬等の総額を記載する必要がある（会規 124 条

７号）。

　また、各会社役員の報酬等の額又はその算定方法に係る決定に関する方針を定

めているときは、当該方針の決定の方法及びその方針の内容の概要を記載する（会

規 121 条６号）。但し、指名委員会等設置会社でない会社の場合は、当該方針を

定めた場合であっても記載を省略することができる（会規 121 条但書）。

（３）社外役員に関する事項

開示対象となる会社役員のうち、社外役員である者がいる場合は、事業報告

の社外役員に関する事項において、社外役員の独立性、職務の遂行等の状況につ

いて記載することが求められる。記載事項は次頁のような内容が記載されること

となる。

当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額

（注）１　�上記報酬等の額には、20○年○月○日開催の取締役会の決

議により、ストック・オプションとして取締役○名に付与し
た新株予約権○○千円 ( 報酬等としての額 ) を含んでおりま
す。

　２　�上記報酬等の額には、当期において計上した役員退職慰労引
当金○○千円を含んでおります。

支給人員 支給額
取　　締　　役

（うち社外取締役）

○名

（○名）

○千円

（○千円）

監　　査　　役

（うち社外監査役）

○名

（○名）

○千円

（○千円）

当事業年度との対応関係がない報酬等で当事業年度中に支給したもの、又は当事業年度中に支給予定
額が明らかとなったもの、例えば、当事業年度中に役員退職慰労金を支給した場合、又は役員退職慰
労金の支給予定額が明らかとなった場合等のその支給額又は支給予定額について記載

この様に区分して記載す
る方法の他、社外役員の
報酬等を合計して記載す
る方法もある。
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会社法 第５章

社外役員の事業報告記載事項に関して、当該社外役員の意見があればその意

見の内容を記載する（会規 124 条８号）が、意見のないときは省略可能である。

記載例

社外役員に関する事項
① 取締役○○○○
ア 重要な兼務先と当社との関係
甲株式会社は、当社と・・・・・・の関係にあります。

イ 主要取引先等特定関係事業者との関係
当社の主要取引の乙株式会社の代表取締役は、・・・・
(三親等以内の親族 )であります。
ウ 当事業年度における主要な活動状況
取締役会への出席状況

　　　出席状況　回 (出席率　○％ )
　　取締役○○○の意見により変更された事業方針
　　　Ａ事業から・・・・・・
　当社の××××(不祥事の内容 )に関する対応の概要

　　　発生予防のため、次の事項を・・・・・。
　　　発生後は、次の事項を・・・・・・。
エ 責任限定契約の内容の概要
会社法427条第１項の賠償責任を限定する契約を
締結しており、・・・・・

② 監査役○○○
ア 重要な兼務先と当社との関係
甲株式会社は、当社と・・・・・・の関係にあります。

イ 当事業年度における主要な活動状況
取締役会への出席状況

　　　出席状況　回（出席率　○％）
　　監査役会への出席状況
　　　出席状況　回（出席率　○％ )
　　当社の×××（不祥事の内容 )に関する対応の概要
　　　発生予防のため、次の事項を・・・・・。
　　　発生後は、次の事項を・・・・・・。
ウ 責任限定契約の内容の概要
会社法427条第１項の賠償責任を限定する契約を
締結しており、・・・・・

社外役員が、他の法人等の業務執行取締役、執行役、業務
を執行する社員もしくは持分会社の職務執行者又は使用人
であり、重要な兼職（会規 121 条８号）に該当する場合は、
会社と当該他の法人等との関係を記載（会規 124 条１号）

社外役員が、他の法人等の社外役員その
他これに類する者を兼任していることが
重要な兼職（会規 121 条８号）に該当す
る場合は、会社と当該他の法人等との関
係を記載（会規 124 条２号）

特定関係事業者とは、親会社と子会社及
び関連会社、主要な取引先

・取締役会等への出席の状況
・取締役会等における発言の状況
・社外役員の意見により会社の事業の方

針又は事業その他の事項に係る決定が
変更された場合はその内容

・事業年度中に法令又は定款に違反する
事実その他不当な業務の執行があると
きは、各社外役員が当該事実の発生の
予防のために行なった行為及び当該事
実の発生後の対応として行なった行為
の概要

監査役の場合は、監査役会への出席状況も
記載

社外監査役の場合は、「法令又は定款に
違反する事実その他不正な業務の執行」
となる。

責任限定契約（会社法 427 条１項）を締
結しているときは、当該契約の内容の概
要を記載（会規 121 条３号）DRA
FT
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